




休眠預金活用事業 事業計画書 【2024年度 活動支援団体】 ※採択された後の資金提供契約書別紙１の対象は、事業計画書の冒頭から「Ⅱ．事業概要」までとします。

基本情報

コンソーシアムの有無

優先的に解決すべき社会の諸課題
領域／分野

○ (1) 子ども及び若者の支援に係る活動
○ ① 経済的困窮など、家庭内に課題を抱える子どもの支援
○ ② 日常生活や成長に困難を抱える子どもと若者の育成支援
○ ③ 社会的課題の解決を担う若者の能力開発支援
○ ⑨ その他

○ (2)日常生活又は社会生活を営む上での困難を有する者の支援に係る活動
○ ④ 働くことが困難な人への支援
○ ⑤ 孤独・孤立や社会的差別の解消に向けた支援
○ ⑥女性の経済的自立への支援
○ ⑨ その他

○ (3)地域社会における活力の低下その他の社会的に困難な状況に直面している地域の支援に係る活動
○ ⑦ 地域の働く場づくりや地域活性化などの課題解決に向けた取組の支援
○ ⑧ 安心・安全に暮らせるコミュニティづくりへの支援
○ ⑨ その他

SDGsとの関連

申請団体 活動支援団体
活動支援団体 事業名（主） 活動現場のファクトに基づく企画形成・伴走支援の実践トレーニング

事業名（副） 事業プロセスごとの適切な「問い」で、支援する側/される側の対等な関係を紡ぐ
団体名 特定非営利活動法人ムラのミライ なし

支援内容分野1 A事業実施
支援内容分野2

支援対象区分 ①資金支援の担い手育成

その他の解決すべき社会の課題

ゴール ターゲット 関連性の説明
_17.パートナーシップで目
標を達成しよう

17.17 マルチステークホルダー・パートナーシップ   さまざまなパートナーシップの経験や資
源戦略を基にした、効果的な公的、官民、市民社会のパートナーシップを奨励・推進する。

資金支援の担い手とその先にある民間公益活動の担い手、支援先の受益者との対等な関係の構築を重視。こうした関係性を通じて、各ス
テークホルダー間のパートナーシップが持続的に発展することを目指す。

支援内容分野3
支援内容分野4

必須入力セル

任意入力セル

申請時入力不要



Ⅰ.団体概要
(1)設立目的・理念 199/200字

(2)団体の主な活動 200/200字

Ⅱ.事業概要

事業概要

473/800字

Ⅲ.事業の背景・課題
(1)支援対象団体が抱える事業実施上、組織運営上の課題とその背景 943/1000字

本事業は、NPO等の民間公益活動の担い手のための中間支援組織、休眠預金の資金分配団体（申請準備中の団体を含む）をはじめとする資金支援の担い手団体が、企画形成から実施・評価に至る各局面で適切な伴走支援を行うため
の技術取得を目的とする。そして伴走支援技術の向上により、提供された資金が、民間公益活動に有効かつ適切に活用されることを図る。資金支援の担い手団体に必須となる2つの技能「活動現場のファクトを知り、現場NPOと共
に分析し、NPO支援事業として形成する企画形成力」「事業実施過程で生起する課題を細分化し、一つ一つ確実に解決に導く伴走支援力」の取得を目指す。具体的な活動は次の通り。
1. 基礎研修（集合研修、グループ別研修）
・事業形成・伴走支援すべての基礎となるファクトに基づく対話手法の取得
・ロジック検証手法の取得
・支援される側になった経験のふりかえりと参加者相互の分析
2. 実践研修（集合研修、オン・ザ・ジョブ・トレーニング）
・事業形成・伴走支援のための対話実践
・NPO支援事業形成の実践（休眠預金資金分配団体としての事業提案）

高まる伴走支援の重要性と追いつかない人材育成：本事業は、資金支援の担い手団体を対象とする。民間公益団体の活動が活発化し、資金が適正かつ効果的に活用されるためには、資金支援の担い手の企画形成力と伴走支援能力を強化する必要がある。資金
提供団体のプログラムオフィサー（以下PO ）に関する調査（*)によれば、POの業務で一番時間を割いていることは、非資金的支援、すなわち伴走支援となっている。しかし、当会の研修に参加したNPO支援経験者からは、既存の「ファシリテーション」
「コーチング」研修で心構えや考え方を聞いても、実践の場での立ち居振る舞いや問いかけに落とし込めないという声が挙がっている。。
資金と伴走、同時支援で生じる相克：特に留意すべきは、資金を与える側と受け取る側の関係性である。両者には心理的な力関係が確実に働く。伴走支援は、相手と対等な立場で、課題の解決に貢献するものである。資金支援と伴走支援の間には、ある種の
相克が存在するが、それに無自覚なままことに当たれば、相手の忖度や迎合を招きかねない。そのことは主体的な課題分析の妨げとなるばかりか、与える側と受け取る側の依存関係は金銭的な分野だけでなく、知的・心理的な分野に及んでしまう。そうした
関係を自覚できたとしても、それを克服し、対等な立場で、当事者に寄り添いながら主体的な課題分析を促す問いかけができなければ、実践的には役割を十分に果たせない。前述の調査によれば、POがその自覚に立って伴走支援していると思われる割合は全
体の半数ほどに過ぎず、ここからも本格的な伴走支援のノウハウの欠如が伺える。
企画形成から評価まで一貫した視点の欠如：当会に寄せられるNPO支援者の相談からは、現場で見聞きしたことをどう整理すればいいかわからず、ファクトとロジックとの関係性を整理できないままNPO支援事業の企画形成をしてしまっている様子が見て取
れる。事業の企画形成・審査と採択・事前評価から評価に至る各過程において、支援対象NPO（休眠預金事業では実行団体）に何をどう聞いていいか、見ていいかという指針が求められている。

*清水潤子、菅野拓、中嶋貴子2022『日本におけるプログラムオフィサーの実態把握集調査計結果報告書（速報版） 』

1993年に設立されたムラのミライは、発足当初は開発途上国の貧困層支援を行なっていたが、試行錯誤の上、ファクトに基づく対話を通じてコミュニティの課題解決能力や潜在能力を引き出す独自の支援手法（メタファシリテーション）を確立。この手法を
元に、国内では主に子どもや若者が主役の持続可能なコミュニティ実現に向けて、資金支援の担い手と民間公益活動の担い手双方に対し、課題解決に向けた伴走支援を行なっている。

設立以来実施してきた国際協力事業に加え、日本国内では、社会福祉協議会職員の支援技術向上研修（鳥取県)、自治体職員に対する住民との協働事業企画に対する技術研修および伴走支援（青森県・京都府）、兵庫コミュニティ財団、明石コミュニティ創造
協会等へ中間支援者育成等を実施してきた（2023-24年）。当会の支援を受けた地方自治体や支援団体では、民間公益活動の担い手に対する課題解決支援技術向上が実現している。

契約締結日 採択後の契約時に用いる欄です。

実施時期 (開始) 2025/5/1 2027/4/30 近畿二府四県（京都府、大阪府、兵庫県、滋賀県、奈良県、和歌山県）対象地域(終了)



(2)課題に対する行政や中間支援団体等による既存の取組み状況 398/400字

(3)休眠預金等交付金に係わる資金の活用により本事業を実施する意義 278/400字

Ⅳ.活動支援プログラムの内容

(3)-1 支援対象団体の活動地域・分野・内容 314/400字

(3)-2 支援対象団体の組織形態・規模・組織の成長ステージ 395/400字

(4)活動支援プログラムによって支援を受けた団体が社会にもたらす変化/インパクト（中長期アウトカム） 114/200字

「伴走支援」をWEB検索すると、大部分が民間企業を対象としたものである。当事者の動機付けなどの点で、営利組織と非営利組織への伴走支援には決定的な違いがあるため、営利組織向けのものを非営利組織に持ち込むのは適切でない。現状では、非営利
組織向けの伴走支援の手法は体系化されておらず、その能力強化の研修を本格的に実施できる人材が乏しいため、研修の機会は極めて限られている。一方、ファシリテーション技能の研修は非常に多いが、ワークショップや会議に限定され、個別のコンサル
テーションや団体ごとに異なる現場での多様なニーズに柔軟かつ臨機応変な対応できるものとはなっていない。前述の報告書でも、伴走支援の重要性が指摘され、POに求められる業務領域や能力も多岐にわたっているにも関わらず、JANPIAによるPO研修カ
リキュラム(2023年度）中の課題分析やファシリテーションのカテゴリは非常に限定的となっている。

資金支援と伴走支援の相克を理解し、それを克服できる技能を有した資金支援の担い手育成は、休眠預金制度の成果を左右するだけでなく、社会課題に取り組む民間公益活動の担い手団体の能力の底上げにも貢献する。ひいては、与える側と受け取る側の対
等性を築きながら、課題を抱える当事者の主体性を育むための能力の向上は、民間公益活動の担い手の社会課題への取り組みの強化にもつながる。それはそのまま「社会課題の解決のための自律的かつ持続的な仕組みが構築される」という休眠預金活用制度
の目的に合致することから、本事業を休眠預金等交付金に係わる資金の活用により実施する意義は大きい。

(1)支援対象団体の区分 ①資金支援の担い手育成 (2)支援対象団体数 15

支援対象団体に想定している団体・その活動内容：民間公益活動の担い手団体のための中間支援や休眠預金の資金分配団体（申請準備中の団体を含む）、資金支援、物資等の支援や仲介、NPO等からの相談・情報提供、事業形成や組織基盤整備等の伴走支援
といった活動を行っている団体
活動地域：当会がネットワークを有し、かつ過去5年間（2019-2023年度）において資金分配団体数が少ない近畿二府四県とする。地域を限定することで、地域の実情に合わせた伴走支援や現場でのOJTの実施、支援対象団体同士の対面での実践事例共有の場
を持つことが可能となる。
活動分野：分野を問わず必須である企画形成力と 伴走支援力の取得を図るため、活動分野は限定はしない。

非営利の民間活動団体（NPO法人、財団法人、社団法人、社会福祉法人等）が想定されるが 、組織形態は特に問わない。
１年目は１から３の状況を満たす団体を支援対象団体とし(約15団体）、2年目は1年目の団体の中から４を満たす団体を選出（約5団体）。
1．複数の専従職員を置き、伴走支援等（それに類する）の活動を担当する職員を配置していること（確実に配置する計画があること）。
2．伴走支援等の活動を担当する職員を、能力強化のための研修に、業務として２人以上派遣することができるだけの人員体制を備えていること。
3.  支援対象団体の意思決定機関（理事会等）において、職員の個人レベルの伴走支援技術向上に留めることなく、研修での学びを今後の伴走支援に活用する計画を有していること。
4. 1年目の研修成果を組織内で共有し、伴走支援の現場で活用しつつ、計画に資金分配団体への申請が含まれていること。

近畿圏でNPOを支援する団体が「事業形成段階と事業実施過程で生起する大小の課題のロジカルで実践的な分析力」と「 伴走支援の過程で必要なファシリテーション力」を備えることにより、NPOに分配された資金や資源が有効に活用されている。



(5)-1 活動支援プログラムの目的（短期アウトカム発現によって事業期間中に達成される事業の中心的な事業目的） 104/100字
活動支援プログラムの目的 100字 指標 100字 初期値/初期状態 100字 中間評価時の値/状態 100字 事後評価時の値/状態 100字

(5)-2 短期アウトカム（事業期間中に達成される目標）
短期アウトカム 100字 指標 100字 初期値/初期状態 100字 中間評価時の値/状態 100字 事後評価時の値/状態 100字

支援対象団体がファクトに基づく情報収集とロジック検証の技能を習得し、
事業期間中に開発されたツールを使いこなすことで、NPO支援事業の企画形
成力と伴走支援力を向上させる。

①ファクトに基づく課題分析と、それに基づい
た企画形成ができる
②対象となるNPOそれぞれの特性に合わせた支
援ができる
③「ロジック検証チャート」と「対話の練習
帳」の完成

・現場からの情報がファクトかどうか、現
実に即したものか把握できない
・支援対象団体の業務フロー細分化ができ
ず、適切にチェックできない
・相談の内容に応じた対応が取れていない

・支援対象団体(約15団体）がロジカルで
実践的な課題分析と対話技能を伴走支援に
活用し始めている。（2026年3月）
・支援対象団体（約5団体）が実践的で適
切な課題分析法を学び、作成されたツール
を活用しつつ状況に応じた伴走支援と企画
形成を実施し始めている。（2027年3月）

2 支援対象団体の中核スタッフが、事業計画のロジック検証手法を身
につけている。

支援対象団体の中核スタッフ（本事業参加
者）が
・事業計画のロジック検証チャートを用い
て、事業計画の検討や審査・事前評価を行
うことができる。
・ロジック検証で浮かび上がった懸念点に
ついて、どのような情報収集を追加するべ
きかを判断することができる。

支援対象団体の中核スタッフが、NPO支援
事業や個別NPOの事業を検証する際
・ロジック検証が十分ではないために、効
果の低い事業を改善することができない。
・活動現場で起こっていることをロジカル
に位置づけて、事業内容を軌道修正するこ
とができない。

支援対象団体の中核スタッフ（本事業参加
者）が、事業計画のロジック検証手法につ
いて、講師による筆記試験に合格してい
る。（2026年3月）

モニタリ
ング指標

1 支援対象団体の中核スタッフが、ファクトに基づく企画形成・伴走
支援の基礎となる対話手法を身につけている。

支援対象団体の中核スタッフ（本事業参加
者）が
・考えではなくファクトを聞く質問を対話
に用いることができる。
・対等性と信頼関係を築くための対話手法
を用いることができる。
・対話の中で、ファクトに基づく情報収集
と、ボトルネックとなる課題の分析をする
ことができる。

支援対象団体の中核スタッフが、支援先の
NPOとの対話において
・ファクトを確認できていない。
・対等な信頼関係を構築できていない。
・対話の中での情報収集が不十分である。
・対話の中で、ボトルネックとなる課題の
分析ができていない。

支援対象団体の中核スタッフ（本事業参加
者）が、ファクトに基づく企画形成・伴走
支援の基礎となる対話手法について、講師
による筆記試験および実技試験に合格して
いる。（2026年3月）

3 支援対象団体が、新たなNPO支援事業（資金分配団体としての新規
事業）の計画を立案している。

・支援対象団体による新たなNPO支援事業
（資金分配団体としての新規事業）の事業
設計図が作成されている。

支援対象団体の中核スタッフが、NPO支援
事業を立案する際
・支援先のNPOとの対話から情報を収集
し、課題抽出・分析することができない。
・支援先のNPOとの対話から抽出した課題
について、マクロのデータを組み合わせて
検証することができない。

支援対象団体による新たなNPO支援事業
（資金分配団体としての新規事業）の事業
設計図が作成されている。（2027年3月）



100字 指標 100字 中間評価時の値/状態 100字 事後評価時の値/状態 100字

(5)-4 活動（誰がどのような形態で何をするか） 200字 時期・期間
110/200字

121/200字

124/200字

27/200字

55/200字

(5)-3 アウトプット
（活動の実施により生み出された結果）

モニタリ
ング指標

3-1 支援対象団体が、本事業参加を通じて、新たなNPO支援事業（資金分配団体
としての新規事業）の計画を立案している。

・支援対象団体による新たなNPO支援事業（資金分配
団体としての新規事業）の計画数

〇 支援対象団体が新たなNPO支援事業（資金分配団体と
しての新規事業）を立案している。（2027年3月）

支援対象団体の中核スタッフが、本事業参加を通じて
1-1 既存/計画中のNPO支援事業のロジックを（再）検証する。
1-2 上記のために、NPOとの対話（聞き取り）を実践する。
1-3 上記を繰り返しながら事業企画をブラッシュアップする。

支援対象団体の
・本事業における研修参加者数
・ロジック検証チャートの作成数
・対話実践記録の数

〇 ・基礎研修15団体、実践研修5団体（各団体2名以上）
が研修を修了している。（2026年3月）
・支援対象団体がロジック検証チャートを作成してい
る。（2026年3月）
・支援対象団体が対話実践記録を作成・蓄積してい
る。（2026年3月）

支援対象団体の中核スタッフが、本事業参加を通じて
2-1 既存/計画中のNPO支援事業の事業過程を（再）検証する。
2-2 支援される側になった経験を聞き合う対話練習から、資金分配団体/伴走支援
団体が事業過程の各場面でやるべきこと/やるべきではないことを抽出する。

・NPO支援事業の各プロセスにおいて使用する「対話
の練習帳（仮称）」に寄せられた支援対象団体の事例
数

〇 NPO支援事業の各プロセスにおいて使用する「対話の
練習帳（仮称）」が完成している。（2026年3月）

1-1-1/1-2-1/2-1-1 基礎研修（1）ファクトに基づく対話手法
・ファクトに基づく対話手法の基礎 5時間
・対話手法の応用（事業過程の細分化と資金・運営） 2.5時間
・対話手法の応用（課題分析） 2.5時間

2025年9月から2026年2月

3-1-1 実践研修（1）
・（事業形成/伴走支援のための）対話実践（On the Job Training）

2026年4月から2027年2月

1-1-2/1-2-2/1-3-1 基礎研修（2）ファクトに基づくロジック検証
・ロジック検証の基礎（事業計画） 5時間
・ロジック検証の応用（モニタリング・評価） 2.5時間
・成果物：事業の審査・事前評価に使えるロジック検証チャートの作成

2025年9月から2026年2月

1-1-3/2-1-2/2-2-1 基礎研修（3）対話の練習を通したメタ認知
・対話練習（支援される側になった経験を聞き合う） 2時間×3回
・成果物：資金分配団体/伴走支援団体として、事業過程の各場面でやること/やらないことリスト（対話の練習帳）

2025年10月から2026年2月

基礎研修報告会
＊実践研修参加団体の募集・選考を兼ねる

2026年3月



79/200字

13/200字

(5)-5 インプット

人材

資機材、その他

(6)-1 支援対象団体が抱える課題の把握・検証方法（組織診断方法等） 266/1000字

(6)-2 支援対象団体が抱える課題に対する支援内容の組み立て方法（支援対象団体との関係構築や支援内容合意のプロセス等） 542/1000字

Ⅴ.支援対象団体の募集/選定
(1) 募集方法や案件発掘の工夫 200/200字

(2) 休眠預金等活用事業に係る既存関係先との透明性確保 110/200字

合計   12人  内訳は次の通り。
内部人材 6人：事業統括1人、事業担当者1人、総務・経理1人、講師3人
外部人材 6人：講師2人、審査員3人、評価アドバイザー1人

本事業では、基礎研修・実践研修を通して、（架空の事例や参加団体以外の事例ではなく）各支援対象団体が今までに実施してきた/実施しようとしてきたNPO支援事業を検討材料として取り上げる。集合研修の中で、また必要に応じて実施する個別の支援
（面談によるコーチング）の中で、各支援対象団体の今までの実践内容について、当事者と他参加者と講師が共にファクトベースでふりかえり、プロセスを細分化し、課題を抽出・分析していく。そのような課題の把握・検証方法を参加者が身につけ、所属
団体（支援対象団体）内で普及・実践していくようになることを主眼とする。

1）実践課題とフィードバック
1年目の基礎研修においては、研修各回の終了時、次回研修までに実践する課題を課す。次回研修で発表される課題実践内容が、参加者の理解度や実践度を把握する材料として、講師チームによる検討の対象となる。毎回の研修後の検討で支援対象団体に共通
する課題を抽出し、以降の研修内容に組み込む。また必要に応じて、個別の支援（面談によるコーチング）を実施する。
2）OJT
2年目の実践研修は、支援対象団体の活動現場でのオン・ザ・ジョブ・トレーニングが中心となる。参加者の実践と課題をその場で把握し、個別の指導を実施する。また集合研修では、オン・ザ・ジョブ・トレーニングで浮かび上がった支援対象団体に共通す
る課題を取り上げる。
3）支援対象団体との支援内容合意
本事業期間を通じて、支援対象団体は、他の参加団体がどのような実践をしたか/それに対して講師からどのようなフィードバックがあったか/フィードバックを踏まえて当該団体はどんなアクションを次におこなうか、ということを各回の研修（課題の実践報
告やOJT内容の報告）で把握することができる。その中で、自団体への支援がどのような位置づけにあるかを（他団体との比較において）自覚し、必要に応じて講師と内容を協議・調整していく。

3-1-2 実践研修（2）
・事業案のロジック検証
・事業に関連するデータ分析の方法
・事業案の図解方法（デザイン）
・成果物：資金分配団体としての新規事業案

2026年4月から2027年2月

・ムラのミライHPを通じて公募。
・過去にムラのミライの研修に参加経験のある団体・個人に参加呼びかけと情報拡散を依頼する。（研修修了者のうち中間支援NPO109名、個別NPO149名、助成財団等NPO支援組織33名）
・講師（中田）より、兵庫県の対象団体に参加を呼びかける。講師（入江）より、大阪府（特に北摂地域）の対象団体に参加を呼びかける。講師（宮下）より、和歌山県の対象団体に参加を呼びかける。

当会が現在実施している事業の実行団体が資金分配団体/NPO支援を目指す意向を持つ場合は、対象団体への応募が想定される。ただし、既に既存事業での伴走支援を実施しているため、審査基準の一つとして、優先度を下げるよう設定する。

3-1-3 実践研修報告会 2027年3月
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活動現場のファクトに基づく企画形成・伴走支援の実践トレーニング 

事業プロセスごとの適切な「問い」で支援する側/される側の対等な関係を紡ぐ 

事前評価結果 

 

 

特定非営利活動法人 ムラのミライ 

 

 

１． 評価計画 

 

（1）評価の目的 

本事前評価の目的は、資金支援の担い手が、民間公益活動の担い手との対等な関係づくり

を基盤とした伴走支援力強化を目指す事業において、その計画の妥当性を、活動からアウトカ

ム、そしてその社会的インパクトまでの論理的つながりを検証することにある。特に、事前評価

で留意すべきは、事業が支援対象団体に及ぼす変化、社会課題の解決につながる中長期的

展望を持ちうるか、SGDs との関連も含めて検証することである。 

以上の観点から、⒈事業目的（事業概要、活動支援プログラムの目的参照）、2. 活動内容、 

3.アウトプット、4.アウトカム（短期、中長期）、5.実施体制、6.事業予算の６項目に対し、それぞ

れの妥当性を評価する。 

 

 

（2）評価スケジュール 

事前評価のためのスケジュールと実施体制

づくり 

2024 年 12 月 5 日〜6 日 

「資金分配団体・活動支援団体・実行団体

に向けての評価指針」読み合わせ 

2024 年 12 月 9 日〜10 日 

事業計画策定・評価項目策定 2024 年 12 月 11〜13 日 

事前評価 2024 年 12 月 16〜18 日 

事前評価集計と結果の確認 2024 年 12 月 19〜20 日 

 

 

（3）評価実施体制 

事前評価における役割 氏名 ムラのミライにおける役職 

評価統括・評価者 中田豊一 代表理事 

評価者 和田信明 インハウスコンサルタント 

評価者 前川香子 海外事業統括 
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（4）評価表 

測定方法：申請書類および募集要項に基づき、各評価者が評価小項目ごとに 5 点満点で採

点。平均値を算出した。 
評価項目 評価小項目 評価基準 
1.課題の妥当性 
 事業目的と内容との整合性 (1)事業内容を的確に表しているか 
 課題の妥当性（対象団体） (2)支援対象想定団体の課題に応えているか 
 課題の妥当性（背景） (3)背景を十分考慮しているか 
 既存の取組との重複 (4)既存の取組と重ならないか 
 休眠預金活用事業としての

整合性 
(5)休眠預金活用事業としての目的と合致しているか 

2.事業対象の妥当性 
 対象団体数 (1)支援対象想定団体数はサポートなどを含む実施体制

に鑑みて妥当か 
 地域 (2)支援対象想定団体を募集する地域の選定は妥当か 
 活動内容 (3)活動内容は、目的に合致し支援対象想定団体の強化

に資するものとなっているか 
 実施期間 (4)支援対象想定団体が十分に活動内容を理解・修得

できる実施期間となっているか 
3.事業計画の妥当性 

 アウトプットと活動内容 (1)アウトプットは十分に活動内容を反映したものとなって
いるか 

 アウトプットと事業実施期間 (2)アウトプットは、事業実施期間で達成できる内容となっ
ているか 

 アウトプットの波及効果 (3)アウトプットは、支援対象想定団体のみならず実行団
体も資するものとなっているか 

 アウトプットと実施体制 (4)アウトプットを実現できる現実的な実施体制はできて
いるか 

 アウトプットの汎用性 (5)アウトプットは、事業実施後も他の団体も利用できる
内容となっているか 

4.アウトカム 
 アウトカムと活動内容 (1)短期アウトカムは活動内容と十分に対応しているか 
 アウトカムと事業目的 (2)短期アウトカムは事業目的と合致しているか 
 アウトカムと事業実施期間 (3)短期アウトカムは、事業実施期間中に達成できる内容

となっているか 
 中長期アウトカムと短期アウ

トカムの整合性 
(4)中長期アウトカムは短期アウトカムと論理的に一貫し
ているか 

 中長期アウトカムの妥当性 (5)中長期アウトカムは、社会的課題の解決に寄与するか 
5.実施体制 
 募集体制 (1)支援対象団体を募集する体制は、支援対象団体が抱

える課題を的確に検証する方法が含まれるか 
 活動内容と経験 (2)事業内容、活動内容はこれまでの団体の経験値が十

分活かされる内容となっているか 
 実施体制 (3)実施体制は、進捗管理など事業を円滑に効果的に進

めるものとなっているか 
 人員 (4)実施のための人員は、事業内容に対する専門性、知

見、技術を持っているか 
6.事業予算 
 
 

費目の妥当性 (1)各費目の予算は、活動内容、実施期間を十分反映し
たものとなっているか 

 予算執行体制 (2)キャッシュフロー管理、証憑管理、事業専用の帳簿、事
後監査など予算執行の体制はとれているか 

 予算総額の妥当性 (3)団体のこれまでの実績に鑑みて無理なく管理できる
予算総額か 
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2. 事前評価結果 

評価者 3 名による評価結果は下記の通りとなった。 

 

評価項目 評価小項目
評価基準

5 非常に良い4 良い 3 普通 2悪い　1非常に悪い
中田 和田 前川 平均点

1.課題の妥当性 4.7
事業目的と内容との整合性 (1)事業内容を的確に表しているか 5 5 5 5.0
課題の妥当性（対象団体） (2)支援対象想定団体の課題に応えているか 5 5 5 5.0
課題の妥当性（背景） (3)背景を十分考慮しているか 5 5 5 5.0
既存の取組との重複 (4)既存の取組と重ならないか 4 3 4 3.7
休眠預金活用事業としての整合性 (5)休眠預金活用事業としての目的と合致しているか 5 5 5 5.0

2.事業対象の妥当性 4.5

対象団体数
(1)支援対象想定団体数はサポートなどを含む実施体制
に鑑みて妥当か

5 4 4 4.3

地域 (2)支援対象想定団体を募集する地域の選定は妥当か 4 5 4 4.3

活動内容
(3)活動内容は、目的に合致し支援対象想定団体の強化
に資するものとなっているか

4 4 5 4.3

実施期間
(4)支援対象想定団体が十分に活動内容を理解・修得
できる実施期間となっているか

5 5 5 5.0

3.事業計画の妥当性 4.6

アウトプットと活動内容
(1)アウトプットは十分に活動内容を反映したものとなって
いるか

5 5 5 5.0

アウトプットと事業実施期間
(2)アウトプットは、事業実施期間で達成できる内容となっ
ているか

4 5 4 4.3

アウトプットの波及効果
(3)アウトプットは、支援対象想定団体のみならず実行団
体も資するものとなっているか

5 5 4 4.7

アウトプットと実施体制
(4)アウトプットを実現できる現実的な実施体制はできて
いるか

4 4 4 4.0

アウトプットの汎用性
(5)アウトプットは、事業実施後も他の団体も利用できる
内容となっているか

5 5 5 5.0

4.アウトカム 4.7
アウトカムと活動内容 (1)短期アウトカムは活動内容と十分に対応しているか 5 5 5 5.0
アウトカムと事業目的 (2)短期アウトカムは事業目的と合致しているか 5 5 5 5.0

アウトカムと事業実施期間
(3)短期アウトカムは、事業実施期間中に達成できる内容
となっているか

4 5 4 4.3

中長期アウトカムと短期アウトカムの整合性
(4)中長期アウトカムは短期アウトカムと論理的に一貫し
ているか

5 5 4 4.7

中長期アウトカムの妥当性 (5)中長期アウトカムは、社会的課題の解決に寄与するか 4 5 4 4.3
5.実施体制 4.6

募集体制
(1)支援対象団体を募集する体制は、支援対象団体が抱
える課題を的確に検証する方法が含まれるか

5 4 5 4.7

活動内容と経験
(2)事業内容、活動内容はこれまでの団体の経験値が十
分活かされる内容となっているか

5 5 4 4.7

実施体制
(3)実施体制は、進捗管理など事業を円滑に効果的に進
めるものとなっているか

5 5 5 5.0

人員
(4)実施のための人員は、事業内容に対する専門性、知
見、技術を持っているか

4 4 4 4.0

6.事業予算 4.6

費目の妥当性
(1)各費目の予算は、活動内容、実施期間を十分反映し
たものとなっているか

5 5 5 5.0

予算執行体制
(2)キャッシュフロー管理、証憑管理、事業専用の帳簿、事
後監査など予算執行の体制はとれているか

4 5 3 4.0

予算総額の妥当性
(3)団体のこれまでの実績に鑑みて無理なく管理できる
予算総額か

5 4 5 4.7



 

資金計画書 バージョン
（契約締結・更新回数）

1

2025/05/01 2027/04/30

事業名

団体名

評価関連経費
合計

事業期間

活動支援団体

事業費

直接事業費
管理的経費

31,452,000

活動現場のファクトに基づく企画形成・伴走支援の実践トレー
ニング

800,000

助成金

30,652,000

27,916,000
2,736,000

特定非営利活動法人ムラのミライ

～



 

資金計画書資料　①助成概要

1. 事業費 [円]
2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 合計

0 13,785,000 14,928,000 1,939,000 30,652,000
0 12,531,000 13,560,000 1,825,000 27,916,000
0 1,254,000 1,368,000 114,000 2,736,000

[円]

2. 評価関連経費 [円]

2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 合計

0 400,000 0 400,000 800,000

3. 合計 [円]
2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 合計

0 14,185,000 14,928,000 2,339,000 31,452,000助成金計(A+B)

管理的経費

事業費 (A)

評価関連経費（B）

直接事業費



 

資金計画書資料　②自己資金・民間資金

(1)事業費の補助率

助成期間合計 100.00%

(2)自己資金・民間資金からの支出予定
自己資金・民間資金からの支出予定について、調達予定額、調達方法、調達確度等を記載してください。

予定額[円] 調達方法 調達確度

自己資金・民間資金
合計 (D)

0

説明（調達元、使途、調達時期等）

助成金による補助率
(A/(A+D))



  
(1)団体組織情報

(2)代表者情報

(3)役員

(4)職員・従業員

事務局体制の備考 2025年4月から（上記に加えて）2名の新規採用予定

非常勤職員・従業員数［人］ 2
有給［人］ 2
無給［人］ 0

職員・従業員数［人］ 9
常勤職員・従業員数［人］ 7

有給［人］ 7
無給［人］ 0

理事・取締役数［人］ 8
評議員［人］ 0
監事/監査役・会計参与数［人］ 2

上記監事等のうち、公認会計士または税理士数［人］ 1

氏名
役職

役員数［人］ 10

代表者(2)
フリガナ

代表者(1) 氏名 中田豊一
役職 代表理事

フリガナ ナカタトヨカズ

設立年月日 1993/04/01
法人格取得年月日 1999/04/01

電話番号 050-3096-6399

WEBサイト(URL)

団体WEBサイト https://muranomirai.org/

その他のWEBサイト
(SNS等)

https://muranomirai.blogspot.com/

都道府県 兵庫県
市区町村 西宮市羽衣町
番地等 7-30夙川グリーンタウン3階

団体情報入力シート

団体名 ムラのミライ
郵便番号 662-0051

団体種別法人格 認定NPO法人 資金分配団体/活動支援団体





(11)助成を受けた実績

(12))休眠預金事業の採択実績または申請中・申請予定

1

2

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

2024年度 通常枠 資金分配団体に採択

申請中・申請予定又は採択された
事業名

2023年度 緊急枠 資金分配団体に採択

助成を受けた事業の実績内容

2024年度 支援活動ふりかえりプログラム（独立行政法人福祉医療機構
助成事業） 対象：関西で子ども・子育て支援をする市民団体、公的機
関、自治体
2022年度 国際協力NGO向け伴走支援（日本国際協力財団助成事業）
対象：国際協力NGO

番号

対象 申請
左記で実行団体・支援対象団体として申請中・申請予定又は採択された
場合

年度 事業 種別・状況
申請中・申請予定又は採択された
資金分配団体又は活動支援団体名

今までに助成を受けて行っている事業の実績 あり



役員名簿

番号 入力確認欄 氏名ｶﾅ 氏名漢字 和暦 年 月 日 性別 団体名 役職名 郵便番号 住所 備考

JANPIA役員及び審査委員との兼
職関係の有無（公募申請時にお
いては過去6か月から申請時点ま
での期間について）

1 OK ﾅｶﾀ ﾄﾖｶｽﾞ 中田　豊一 認定NPO法人　ムラのミライ 代表理事 なし

2 OK ﾔﾏﾀﾞ ﾀｶﾄｼ 山田　貴敏 認定NPO法人　ムラのミライ 副代表理事 なし

3 OK ﾐﾔｼﾀ ﾜｶ 宮下　和佳 認定NPO法人　ムラのミライ 専務理事 なし

4 OK ｺﾓﾘ ﾀﾀﾞﾖｼ 小森　忠良 認定NPO法人　ムラのミライ 理事 なし

5 OK ﾜﾀﾞ ﾐﾎ 和田　美穂 認定NPO法人　ムラのミライ 理事 なし

6 OK ｸﾎﾞﾀｱ ﾔ 久保田　絢 認定NPO法人　ムラのミライ 理事 なし

7 OK ﾔﾏｵｶ ﾐﾄ 山岡　美翔 認定NPO法人　ムラのミライ 理事 なし

8 OK ﾔｽﾉ ｵｻﾑ 安野　修 認定NPO法人　ムラのミライ 理事 なし

9 OK ｵｶﾓﾄ ﾏｻﾋﾛ 岡本　眞弘 認定NPO法人　ムラのミライ 監事 なし

10 OK ｶﾜｲ ﾏｻｵ 河合　将生 認定NPO法人　ムラのミライ 監事 なし

* * * * *

［各欄の入力方法と注意点］
・記載例（番号1〜3）は削除のうえ番号1より入力してください。
・名簿には登記簿上の「役員に関する事項」に記載されている方すべてを入力してください。NPO法人の場合は、代表理事、理事、監事をすべて記載してください。
・氏名欄に記入する氏名は戸籍上の氏名で入力してください。
・備考欄には他の団体等との兼職関係（兼職先名称、兼職先での役割等）を記載し、兼職有無の申告欄には、過去６か月の兼職状況を記載してください。
・提出の際はPDF等に変換せずExcel形式のまま提出してください。要件を満たしていない場合は、再提出を求める場合があります。
・入力確認欄に「check!」が表示されているときは、和暦と生年月日の組み合わせをもう一度確認してください。
・役員名簿の枠が足りない場合は、適宜追加してください。
・氏名カナ欄は「半角」で入力、姓と名の間も半角で１マス空けてください。
・氏名漢字欄は「全角」で入力、姓と名の間も全角で１マス空けてください。
・外国人の場合は、氏名カナ欄は当該アルファベットのカナ読み、氏名漢字欄にはアルファベット（全角）を入力してください。
・生年月日欄は、大正は T、昭和は S、平成は Hを半角で入力し、年欄は数字２桁半角としてください。なお、明治45年は7月30日まで、大正15年は12月25日まで、昭和64年は1月7日までとなりま

［役員情報の第三者提供について］
・役員名簿に記載いただいた情報は、申請資格要件（休眠預金等活用法の第17条第3項4号及び5号に定める活動を行う団体であること）を確認するために、JANPIAを経由して警察庁へ提供します。
　詳細は、助成申請書または資金提供契約書でご確認ください。
・役員名簿をJANPIAに提出するにあたり、上記を役員本人に説明し、役員本人が第三者提供（上記）に関して同意したかを必ず確認してください。
・役員名簿記載の提供者全員から同意を得たら、以下にチェックして提出ください。

兼職はありません
役員名簿に記載されている全員から第三者提供に関する同意を得ました。

必須入力セ 任意入力セ
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※黄色セルは記入が必要な箇所です。「記入箇所チェック」欄２箇所で、記入漏れがないかご確認をお願いします。

事業名： 活動現場のファクトに基づく企画形成・伴走支援の実践トレーニング 記入箇所チェック 記入完了

団体名： ムラのミライ

過去、通常枠で資金
分配団体（またはコン
ソーシアム構成団体）
として採択されてい
る。

過去の採択状況： 通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されている。

記入完了 記入完了 記入完了

(参考)JANPIAの規
程類

提出時期（選択） 根拠となる規程類、指針等 必須項目の該当箇所
※条項等

. . .

公募申請時に提出 定款 第24条

公募申請時に提出 定款 第25条

公募申請時に提出 定款 第24条

公募申請時に提出 定款 第25条

公募申請時に提出 定款 第23条

公募申請時に提出 定款 第28条

公募申請時に提出 定款 第30条

公募申請時に提出
役職員の利益相反防止のための自己申告
等に関する規程

第3条、第5条

. . .

公募申請時に提出 理事会規程 第2条2

公募申請時に提出 理事会規程 第2条3

. . .

公募申請時に提出 定款 第33条

公募申請時に提出 定款 第34条

公募申請時に提出 定款 第33条

公募申請時に提出 定款 第34条

公募申請時に提出 定款 第32条

公募申請時に提出 定款 第36条

公募申請時に提出 定款 第38条

公募申請時に提出 定款 第37条

⚫ 理事の職務権 . . .

理事の職務権限規程 公募申請時に提出 理事の職務権限規程 第4条

⚫ 監事の監査に関する規程 . . .

監事監査規程 公募申請時に提出 定款 第15条5

JANPIAの定款（第29条 理事の職務及び権限）に規定するもののほか理事間の具体的な職務分担
が規定されていること

監事の職務及び権限を規定し、その具体的内容を定めていること
※監事を設置していない場合は、社員総会で事業報告、決算について審議した議事録を提出してく
ださい

（６）決議（過半数か3分の2か）

　規程類必須項目確認書（社団・財団・NPO法人等）

提出する規程類（定款・指針・ガイドライン等を含む。以下、「規程類」という。）に以下の必須項目が含まれていることを確認し、本エクセル別シートの「記入例」に倣って該当箇所を記載してください。
過去の採択状況に関係なく、全団体、該当箇所への記載が必要です。

〈注意事項〉
◎規程類を作成する際はJANPIAの規程類を参考にしてください。https://www.janpia.or.jp/about/information/rule.html
◎申請時までに整備が間に合わず後日提出するとした規程類に関しては、助成申請書で誓約いただいているとおり、内定通知後1週間以内にご提出ください。なお、後日提出時において本様式も併せてご提出ください。
◎過去通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されている団体は、「規程類必須項目確認書」の提出のみとし、規程類の提出は不要です。ただし、内容等に変更が生じている場合は該当部分の
み提出をお願いします。
◎以下の必須項目は、公益財団法人、一般財団法人、公益社団法人、一般社団法人、特定非営利活動法人を想定したものです。これ以外の法人については、表を参考に整備してください。なお、ご不明点等はJANPIAへ
ご相談ください。

記入箇所チェック　※3か所とも「記入完了」となるようにしてください。

規程類に含める必須項目

⚫ 社員総会・評議員会の運営に関する規程

・評議員会規則
・定款

（１）開催時期・頻度

（２）招集権者

（３）招集理由

（４）招集手続

（５）決議事項

定款

・定款
・理事会規則

（７）議事録の作成

（８）特別の利害関係を有する場合の決議からの除外
「評議員会の決議に当たっては、当該決議について特別の利害関係を有する評議員を除いた上で
行う」という内容を含んでいること
※社団法人においては、特別利害関係を持つ社員の社員総会への出席ならびに議決権の行使に
関する除外規定は必須としないこととします。

⚫ 理事の構成に関する規程　※理事会を設置していない場合は不要です。

（１）理事の構成
「各理事について、当該理事及びその配偶者又は３親等内の親族等である理事の合計数が、理事
の総数の３分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

（２）理事の構成
「他の同一の団体の理事である者その他これに準ずる相互に密接な関係にある理事の合計数が、
理事の総数の３分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

⚫ 理事会の運営に関する規程　※理事会を設置していない場合は不要です。

（１）開催時期・頻度

（２）招集権者

（３）招集理由

（４）招集手続

（５）決議事項

（６）決議　（過半数か3分の2か）

（７）議事録の作成

（８）特別の利害関係を有する場合の決議からの除外
「理事会の決議に当たっては、当該決議について特別の利害関係を有する理事を除いた上で行う」
という内容を含んでいること



. . .

公募申請時に提出 役員報酬規程 第2条

公募申請時に提出 役員報酬規程 第2条

⚫ 倫理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 倫理規程 第4条

公募申請時に提出 倫理規程 第5条

公募申請時に提出 倫理規程 第6条

公募申請時に提出 倫理規程 第7条

公募申請時に提出 倫理規程 第8条

公募申請時に提出 倫理規程 第9条

公募申請時に提出 倫理規程 第10条

公募申請時に提出 倫理規程 第11条

⚫ 利益相反防止に関する規程 . . .

公募申請時に提出 倫理規程 第7条

公募申請時に提出 倫理規程 第7条

公募申請時に提出
役員の利益相反禁止のための自己申告等
に関する規程

第3条

（３）私的利益追求の禁止

（４）利益相反等の防止及び開示

⚫ 役員及び評議員の報酬等に関する規程

（１）役員及び評議員（置いている場合にのみ）の報酬の額

（２）報酬の支払い方法

（１）基本的人権の尊重

（２）法令遵守（暴力団、反社会的勢力の排除）

（５）特別の利益を与える行為の禁止
「特定の個人又は団体の利益のみの増大を図る活動を行う者に対し、寄附その他の特別の利益を
与える行為を行わない」という内容を含んでいること

（６）ハラスメントの防止

（７）情報開示及び説明責任

（８）個人情報の保護

（１）-1利益相反行為の禁止
「資金分配団体が実行団体を選定、監督するに当たり、資金分配団体と実行団体との間の利益相
反を防ぐ措置」について具体的に示すこと

（１）-2利益相反行為の禁止
「助成事業等を行うにあたり、理事、監事、評議員・社員、職員その他の事業協力団体の関係者に
対し、特別の利益を与えないものである」という内容を含んでいること

（２）自己申告
「役職員に対して、定期的に「利益相反に該当する事項」に関する自己申告をさせた上で、適切な組
織において内容確認を徹底し、迅速な発見及び是正を図る」という内容を含んでいること

役員及び評議員の報
酬等並びに費用に関
する規程

・倫理規程
・ハラスメントの防止に
関する規程

・倫理規程
・理事会規則
・役員の利益相反禁
止のための自己申告
等に関する規程
・就業規則
・審査会議規則
・専門家会議規則



⚫ コンプライアンスに関する規程 . . .

公募申請時に提出 コンプライアンス規程 第3条

公募申請時に提出 コンプライアンス規程 第5条

公募申請時に提出 コンプライアンス規程 第5条

⚫ 内部通報者保護に関する規程 . . .

公募申請時に提出 内部通報規程 第4条

公募申請時に提出 内部通報規程 第10条

⚫ 組織（事務局）に関する規程 . . .

公募申請時に提出 事務局規程 第2条

公募申請時に提出 事務局規程 第3条

公募申請時に提出 事務局規程 第4条

公募申請時に提出 事務局規程 第5条

. . .

公募申請時に提出 就業規則 第45～52条

公募申請時に提出 就業規則 第40～44条

⚫ 文書管理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 文書管理規程 第7条

公募申請時に提出 文書管理規程 第10条

公募申請時に提出 文書管理規程 第11条

⚫ 情報公開に関する規程 . . .

情報公開規程 公募申請時に提出 情報公開規程 第8条

⚫ リスク管理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 リスク管理規程 第6条

公募申請時に提出 リスク管理規程 第12条

公募申請時に提出 リスク管理規程 第15条

公募申請時に提出 リスク管理規程 第11条

⚫ 経理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 経理規程 第5条

公募申請時に提出 経理規程 第3条

公募申請時に提出 経理規程 第6条、第17条

公募申請時に提出 経理規程 第9～15条

公募申請時に提出 経理規程 第16～18条

公募申請時に提出 経理規程 第26～30条

公募申請時に提出 経理規程 第31～32条

（２）職制

（３）職責

（１）コンプライアンス担当組織
実施等を担う部署が設置されていること

（２）コンプライアンス委員会（外部委員は必須）
「外部の有識者等も参加するコンプライアンス施策の検討等を行う組織及びその下に実施等を担う
部署が設置されている 」という内容を含んでいること

（１）ヘルプライン窓口（外部窓口の設置が望ましい）

内部通報（ヘルプライ
ン）規程（２）通報者等への不利益処分の禁止

「公益通報者保護法を踏まえた内部通報制度の整備・運用に関する民間事業者向けガイドライン
（平成28年12月9日消費者庁）」を踏まえた内部通報制度について定めていること

（１）組織（業務の分掌）

事務局規程

（４）事務処理（決裁）

⚫ 職員の給与等に関する規程

（１）基本給、手当、賞与等
給与規程

（２）給与の計算方法・支払方法

（１）決裁手続き

文書管理規程（２）文書の整理、保管

（３）保存期間

以下の１.～４.の書類が情報公開の対象に定められていること
１. 定款
２. 事業計画、収支予算
３. 事業報告、貸借対照表及び損益計算書、財産目録
４. 理事会、社員総会、評議員会の議事録

（１）具体的リスク発生時の対応

リスク管理規程

（２）緊急事態の範囲

（３）緊急事態の対応の方針

（６）収支予算

（７）決算

（４）緊急事態対応の手順

（１）区分経理

経理規程

（２）会計処理の原則

（３）経理責任者と金銭の出納・保管責任者の峻別

（４）勘定科目及び帳簿

（５）金銭の出納保管

コンプライアンス規程

（３）コンプライアンス違反事案
「不正発生時には、原因究明、関係者に対する厳格な処分及び再発防止策を確実に実施し、その
内容を公表する」という内容を含んでいること



特定非営利活動法人ムラのミライ 

 

1 

特定非営利活動法人 ムラのミライ 定款 

 

   第１章 総則 

（名称） 

第１条  この法人は、特定非営利活動法人ムラのミライという。 

（事務所） 

第２条 この法人は、主たる事務所を兵庫県西宮市に置く。 

 

  第２章 目的及び事業 

（目的） 

第３条 この法人は、コミュニティと経済と環境が調和した状態の、人間の営みを実現することを目

的とする。そのために、地域コミュニティが資源を維持、活用、循環させる仕組みや暮らし方を、創

り出していく。その方法論を、生活の現場での活動を通して構築し、それを担い実現する人材の

育成を行う。 

（特定非営利活動の種類） 

第４条 この法人は、前条の目的を達成するために、次の種類の特定非営利活動を行う。 

（１）社会教育の推進を図る活動  

（２）まちづくりの推進を図る活動  

（３）農山漁村又は中山間地域の振興を図る活動  

（４）環境の保全を図る活動  

（５）災害救援活動  

（６）人権の擁護又は平和の推進を図る活動  

（７）国際協力の活動  

（８）男女共同参画社会の形成の促進を図る活動  

（９）子どもの健全育成を図る活動  

（10）経済活動の活性化を図る活動  

（11）前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動  

 

（事業） 

第５条 この法人は、第３条の目的を達成するために、次の事業を行う。         

 （１） 特定非営利活動に係る事業 

①地域開発及び地域自立支援に係る事業 

②人材育成及び研修生受入に係る事業 

③調査・研究等に係る事業 

④国際理解の推進と啓発に係る事業 
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⑤地域活動支援に係る事業 

⑥その他本法人の目的を達成するために必要な事業 

 

 

   第３章 会員 

（種別） 

第６条 この法人の会員は正会員とし、特定非営利活動促進法（以下「法」という）上の社員とする。

正会員とは、この法人の目的に賛同し、正会員としての意思表示をして入会した個人及び団体を

いう。なお、サポーター会員は、この法人の維持運営を支援する会員であり、年次寄付者として位

置づける。 

（入会） 

第７条 正会員として入会しようとするものは、代表理事が別に定める入会申込書を代表理事に提

出し、会費を納入することにより正会員となることができる。 

２  代表理事は、入会申込者が、第３条に定める団体の目的に賛同するときは、正当な理由がない

限り、入会を認めなければならない。 

３  代表理事は前項のものの入会を認めないときは、速やかに、理由を付した書面をもって本人に

その旨を通知しなければならない。 

（年会費） 

第８条 正会員は、総会において別に定める会費を納入しなければならない。 

（会員の資格の喪失） 

第９条 正会員が次の各号の一に該当するときに至ったときは、その資格を喪失する。 

 （１） 退会届の提出があったとき。 

 （２） 本人が死亡し、又は正会員である団体が消滅したとき。 

 （３） 継続して２年以上会費を滞納したとき。 

 （４） 除名されたとき。 

（退会） 

第１０条 正会員は、代表理事が別に定める退会届を代表理事に提出して、任意に退会することが

できる。 

（除名） 

第１１条 会員が次の各号の一に該当するときに至ったときは、総会の議決により、これを除名する

ことができる。 

  この場合、その会員に対し、議決の前に弁明の機会を与えなければならない。 

 （１） この定款に違反したとき。 

 （２） この法人の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。 

（拠出金品の不返還） 

第１２条 既納の会費及びその他の拠出金は、返還しない。 
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   第４章 役員及び職員 

（種別及び定数） 

第１３条 この法人に次の役員を置く。 

（１） 理 事 ５人以上１０人以内 

（２） 監 事 ２人 

２    理事のうち、２人以内を代表理事とする。 

３  理事会の議決により、各１人以内の専務理事及び常務理事、若干名の副代表理事を置くこと

ができる。 

    （選任等） 

第１４条 理事及び監事は総会において選任する。 

２  代表理事は、理事の互選とする。 

３  専務理事及び常務理事、副代表理事は、代表理事が任命するものとする。 

４  役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者もしくは３親等以内の親族が一人を超

えて含まれ、又は当該役員並びにその配偶者及び３親等以内の親族が役員の総数の３分の１を超

えて含まれることになってはならない。 

５ 監事は、理事又は法人の職員を兼ねることができない。 

（職務） 

第１５条 代表理事は、この法人を代表し、その業務を総理する。 

２  専務理事及び常務理事は、代表理事を補佐し、代表理事に事故あるとき又は代表理事が欠け

たときは、あらかじめ代表理事が指定した順序によりその職務を代行する。 

３  副代表理事は、代表理事及び専務理事、常務理事を補佐し、代表理事及び専務理事、常務理

事に事故あるとき又は代表理事及び専務理事、常務理事が欠けたときは、その職務を代行する。 

４ 理事は、理事会を構成し、この定款の定め及び理事会の議決に基づき、この法人の業務を執行

する。 

５ 監事は、次に掲げる業務を行う。 

（１） 理事の業務執行の状況を監査すること。 

（２） この法人の財産の状況を監査すること。 

（３） 前２号の規程による監査の結果、この法人の業務又は財産に関し不正の行為又は法令若

しくは定款に違反する重大な事実があることを発見した場合には、これを総会又は所轄庁

に報告すること。 

（４） 前号の報告をするため必要がある場合には、総会を招集すること。 

（５）  理事の業務執行の状況又はこの法人の財産の状況について、理事に意見を述べ、若しく

は理事会の招集を請求すること。 

（任期等） 

第１６条 役員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 
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２ 前項の規定にかかわらず、任期満了前に、就任後２事業年度が終了した後の総会において後

任の役員が選任された場合には、当該総会が終結するまでを任期とし、また、任期満了後後任の

役員が選任されていない場合には、任期の末日後最初の総会が終結するまでその任期を伸長す

ることとする。 

３ 補欠のため、又は増員によって就任した役員の任期は、それぞれの前任者又は現任者の任期の

残存期間とする。 

４ 役員は、辞任又は任期満了においても、後継者が就任するまでは、その職務を行わなければなら

ない。 

（欠員補充） 

第１７条 理事又は監事のうち、その定数の３分の１を超えるものが欠けたときは、遅滞無くこれを補

充しなければならない。 

（解任） 

第１８条 役員が次の各号の一に該当するに至ったときは、総会の議決により、これを解任すること

ができる。この場合、その役員に対し、議決する前に弁明の機会を与えなければならない。 

 （１） 心身の故障のため、職務の遂行に堪えられないと認められるとき。 

 （２） 職務上の義務違反その他役員としてふさわしくない行為があったとき。 

（報酬等） 

第１９条 役員は、その総数の３分の１以下の範囲内で報酬を受けることができる。 

２ 役員には、その職務を執行するために要した費用を弁償することができる。 

３ 前２項に関し必要な事項は、総会の議決を経て、代表理事が別に定める。 

（職員） 

第２０条 この法人に、事務局長その他の職員を置く。 

２ 職員は、代表理事が任免する。 

 

 

   第５章 総会 

（種別） 

第２１条 この法人の総会は、通常総会及び臨時総会の２種とする。 

（構成） 

第２２条 総会は、正会員をもって構成する。 

（権能） 

第２３条 総会は、以下の事項について議決する。 

（１） 定款の変更 

（２） 解散 

（３） 合併 

（４） 事業報告及び決算 
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（５） 役員の選任及び解任、職務、報酬 

（６） 会費の額 

（７） その他運営に関する重要事項 

（開催） 

第２４条 通常総会は、毎年１回開催する。 

２ 臨時総会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。 

（１） 理事会が必要と認め招集の請求をしたとき。 

（２） 正会員総数の５分の１以上から会議の目的である事項を記載した書面をもって招集の請

求があったとき。 

（３） 第 15 条第５項第４号の規定により、監事から招集があったとき。 

（招集） 

第２５条 総会は、前条第２項第３号の場合を除き、代表理事が招集する。 

２ 代表理事は、前条第２項第１号及び第２号の規定による請求があったときは、その日から 30 日

以内に臨時総会を招集しなければならない。 

３ 総会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面若しくは電磁的

方法をもって、少なくとも５日前までに通知しなければならない。 

（議長） 

第２６条 総会の議長は、その総会において、出席した正会員の中から選出する。 

（定足数） 

第２７条 総会は、正会員総数の２分の１以上の出席がなければ開会することができない。 

（議決） 

第２８条 総会における議決事項は、第 25 条第３項の規定によってあらかじめ通知した事項とする。 

２ 総会の議事は、この定款に規定するもののほか、出席した正会員の過半数をもって決し、可否同

数の時は、議長の決するところによる。 

３ 理事又は正会員が総会の目的である事項について提案した場合において、正会員の全員が書

面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該提案を可決する旨の総会の決議

があったものとみなす。 

 

（表決権等） 

第２９条 各正会員の表決権は、平等なるものとする。 

２ やむを得ない理由のため総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知された事項について書

面若しくは電磁的方法をもって表決し、又は他の正会員を代理人として表決を委任することがで

きる。 

３ 前項の規定により表決した正会員は、第２７条、第２８条第２項、第３０条第１項第２号及び第５１

条の適用については、総会に出席したものとみなす。 

４  総会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、その議決に加わることができない。 



特定非営利活動法人ムラのミライ 

 

6 

（議事録） 

第３０条 総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。 

（１） 日時及び場所 

（２） 正会員の総数及び出席者数（書面若しくは電磁的方法による表決者及び表決委任者が

ある場合にあっては、その数を付記すること。） 

（３） 審議事項 

（４） 議事の経過の概要及び議決の結果 

（５） 議事録署名人の選任に関する事項 

２ 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人２人以上が記名、押印しなけ

ればならない。 

３ 前２項の規定に関わらず、正会員全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたこと

により、総会の決議があったとみなされた場合においては、次の事項を記載した議事録を作成し

なければならない。 

 （１） 総会の決議があったものとみなされた事項の内容 

 （２） 前号の事項の提案をした者の氏名又は名称 

 （３） 総会の決議があったものとみなされた日 

 （４） 議事録の作成に係る職務を行った者の氏名 

 

 

   第６章 理事会 

（構成） 

第３１条 理事会は、理事をもって構成する。 

（権能） 

第３２条 理事会は、この定款で定めるもののほか、次の事項を議決する。 

 （１） 事業計画及び予算並びにその変更 

（２） 理事の職務 

（３） 借入金、その他新たな義務の負担及び権利の放棄 

（４） 総会に付議すべき事項 

（５） 総会の決議した事項の執行に関する事項 

（６） その他総会の議決を要しない会務の執行に関する事項 

（開催） 

第３３条 理事会は次の各項の一に該当する場合に開催する。 

（１） 代表理事が必要と認めたとき。 

（２） 理事総数の３分の１以上から会議の目的である事項を記載した書面をもって招集の請求

があったとき。 

（３） 第 15 条第５項第５号の規定により、監事から招集の請求があったとき。 



特定非営利活動法人ムラのミライ 

 

7 

（招集） 

第３４条 理事会は、代表理事が招集する。 

２ 代表理事は、前条第２号及び第３号の規定による請求があったときは、その日から 20 日以内に

理事会を招集しなければならない。 

３ 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面若しくは電磁

的方法をもって、少なくとも５日前までに通知しなければならない。 

（議長） 

第３５条 理事会の議長は、代表理事がこれに当たる。 

（議決等） 

第３６条 理事会における決議事項は、第 34 条第３項の規定によってあらかじめ通知した事項とす

る。 

２ 理事会の議事は、理事総数の過半数をもって決し、可否同数の時は、議長の決するところによ

る。 

３  理事が理事会の目的である事項について提案した場合において、理事の全員が書面又は電

磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該提案を可決する旨の理事会の決議があったも

のとみなす。 

（表決権等） 

第３７条 各理事の表決権は、平等なるものとする。 

２ やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知された事項について書

面または電磁的方法をもって表決することができる。 

３ 前項の規定により表決した理事は、前項及び次条第１項の適用については、理事会に出席した

ものとみなす。 

４ 理事会の議決について、特別の利害関係を有する理事は、その議決に加わることができない。 

（議事録） 

第３８条 理事会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。 

（１） 日時及び場所 

（２） 理事総数及び出席者数及び出席者氏名（書面または電磁的方法による表決者にあって

は、その旨を付記すること。） 

（３） 審議事項 

（４） 議事の経過の概要及び議決の結果 

（５） 議事録署名人の選任に関する事項 

２ 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人２人以上が記名、押印しなけ

ればならない。 

３ 前２項の規定に関わらず、理事全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたことに

より、理事会の決議があったとみなされた場合においては、次の事項を記載した議事録を作成し

なければならない。 
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 （１） 理事会の決議があったものとみなされた事項の内容 

 （２） 前号の事項の提案をした者の氏名又は名称 

 （３） 理事会の決議があったものとみなされた日 

 （４） 議事録の作成に係る職務を行った者の氏名 

 

 

   第７章 資産及び会計 

（資産の構成） 

第３９条 この法人の資産は、次の各号に掲げるものをもって構成する。 

 （１） 設立当初の財産目録に記載された資産 

 （２） 会費 

 （３） 寄付金品 

 （４） 財産から生じる収益 

 （５） 事業に伴う収益 

 （６） その他の収益 

（資産の区分） 

第４０条 この法人の資産は、特定非営利活動に係る事業に関する資産とする。 

（資産の管理） 

第４１条 この法人の資産は、代表理事が管理し、その方法は、総会の議決を経て、代表理事が別

に定める。 

（会計の原則） 

第４２条 この法人の会計は、法第 27 条各号に掲げる原則に従って行うものとする。 

（会計の区分） 

第４３条 この法人の会計は、特定非営利活動に係る事業に関する会計とする。 

（事業計画及び予算） 

第４４条 この法人の事業計画及びこれに伴う活動予算は、代表理事が作成し、理事会の議決を経

なければならない。 

（暫定予算） 

第４５条 前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないときは、代表理事は、

理事会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度の予算に準じて収益費用を講じることがで

きる。 

２ 前項の収益費用は、新たに成立した予算の収益費用とみなす。 

 

第４６条 削除 

（予算の追加及び更正） 

第４７条 予算作成後にやむを得ない事由が生じたときは、理事会の議決を経て、既定予算の追加
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又は更正をすることができる。 

（事業報告及び決算） 

第４８条 この法人の事業報告、活動計算書、貸借対照表及び財産目録等の決算に関する書類は、

毎事業年度終了後速やかに、代表理事が作成し、監事の監査を受け、総会の議決を経なけれ

ばならない。 

２ 決算上剰余金を生じたときは、次事業年度に繰り越すものとする。 

（事業年度） 

第４９条 この法人の事業年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月 31 日に終わる。 

（臨機の措置） 

第５０条 予算をもって定めるものの他、借入金の借り入れその他新たな義務の負担をし、又は権利

の放棄をしようとするときは、理事会の議決を経なければならない。 

 

 

   第８章 定款の変更、解散及び合併 

（定款の変更） 

第５１条 この法人が定款を変更しようとするときは、総会に出席した正会員の４分の３以上の多数

による議決を経、かつ、法第 25 条第３項に規定する以下の事項を変更する場合には、所轄庁の

認証を得なければならない。 

(1) 目的 

(2) 名称 

(3) その行う特定非営利活動の種類及び当該特定非営利活動に係る事業の種類 

(4) 主たる事務所及びその他の事務所の所在地（所轄庁変更を伴うものに限る） 

(5) 社員の資格の得喪に関する事項 

(6) 役員に関する事項（役員の定数に関する事項を除く） 

(7) 会議に関する事項 

(8) その他の事業を行う場合における、その種類その他当該その他の事業に関する事項 

(9) 解散に関する事項（残余財産の帰属すべき者に関する事項に限る） 

(10) 定款の変更に関する事項 

 

（解散） 

第５２条 この法人は、次に掲げる事由により解散する。 

 （１） 総会の決議 

 （２） 目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能 

 （３） 正会員の欠亡 

 （４） 合併 

 （５） 破産 
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 （６） 所轄庁による認証の取り消し 

２ 前項第１号の事由によりこの法人が解散するときは、正会員総会の４分の３以上の承諾を得な

ければならない。 

３ 第１項第２号の事由により解散することは、所轄庁の認定を得なければならない。 

（合併） 

第５３条 この法人が合併しようとするときは、総会において正会員総数の４分の３以上の議決を経、

かつ、所轄庁の認証を得なければならない。 

 

 

   第９章 公告の方法 

（公告の方法） 

第５４条 この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、官報に掲載して行う。ただし、

法第２８条の２第１項に規定する貸借対照表の公告については、この法人のホームページに掲載し

て行う。 

 

 

   第 10 章 雑則 

（細則） 

第５５条 この定款の施行について必要な細則は、理事会の議決を経て、代表理事がこれを定め

る。 

   附 則 

１ この定款は、この法人の成立の日から施行する。 

２ この法人の設立当初の役員は、次に掲げるものとする。  

理事長  岩崎  正 

専務理事 和田 信明 

理事   山田 貴敏 

理事   和仁 一博 

理事   直井 晃一 

理事   栗田美由紀 

理事   和田由美子 

監事   野林 勝彦 

監事   別所 良美 

３ この法人の設立当初の役員の任期は、第 16 条第１項の規定にかかわらず、成立の日から

2001 年３月 31 日までとする。 

４ この法人の設立当初の事業計画及び収支予算は、第 44 条の規定にかかわらず、設立総会の

定めるところによるものとする。 
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５ この法人の設立当初の事業年度は、第 16 条第１項の規定にかかわらず、成立の日から 2000

年３月 31 日までとする。 

６ この法人の設立当初の入会金及び会費は、第８条の規定にかかわらず、次に掲げる額とする。 

  正会員  年会費    個人    12,000 円 

                    団体   120,000 円 

  維持会員 別途、細則にて定める。 

 

附 則 

この定款は、岐阜県知事の認証した日（平成 12 年 7 月 31 日）から施行する。 

附 則 

この定款は、岐阜県知事の認証した日（平成 15 年 3 月 14 日）から施行する。 

附 則 

この定款は、岐阜県知事の認証した日（平成 17 年 1 月 13 日）から施行する。 

附 則 

この定款は、岐阜県知事の認証した日（平成 17 年 9 月 28 日）から施行する。 

附 則 

この定款は、岐阜県知事の認証した日（平成 18 年 9 月 15 日）から施行する。 

附 則 

この定款は、岐阜県知事の認証した日（平成 19 年 11 月 7 日）から施行する。 

附 則 

この定款は、総会において承認された日（平成 23 年 5 月 29 日）から施行する。 

附 則 

この定款は、岐阜県知事の認証した日（平成 25 年 9 月 2 日）から施行する。 

附 則 

この定款は、岐阜県知事の認証した日（平成 26 年 9 月 1 日）から施行する。 

附 則 

この定款は、岐阜県知事の認証した日（平成 28 年 8 月 29 日）から施行する。 

附 則 

この定款の変更は、兵庫県知事の認証した日（平成 30 年 9 月 7 日）から施行する。ただし、第５

４条に係る変更は、特定非営利活動促進法の一部を改正する法律（平成 28 年法律第 70 号）附

則第１条第２号に掲げる規定の施行の日から施行する。 

附 則 

この定款の変更は、兵庫県知事の認証した日（令和 5 年 9 月 15 日）から施行する。 

附 則 

この定款の変更は、兵庫県知事の認証した日（令和 6 年 9 月 6 日）から施行する。 
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